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１ 

 

令和８年２月２０日 

豊田市議会議長 

 北 川 敏 崇  様 

議会活性化推進特別委員会 

                       委員長 羽根田 利明 

 

議会活性化推進特別委員会調査研究結果報告書 

 

本委員会は、令和７年５月 14 日の本会議において設置されて以来、委員会の設置

目的である、議会活性化に関する取組方針に基づき、継続的な議会力の向上及び開

かれた議会を目指し、調査研究を進めてきた。 

これまでの経過と活動について、その結果を報告する。 

 

記 

 

１ 設置の経過 

 

（１）令和７年５月 14 日の本会議において設置され、次の 11 名が委員に選出され

た。 

大石 智里、鈴木  章、鈴本 昌秋、寺田 康生、中村 竹夫、西田 ひさよ、 

羽根田 利明、日當 浩介、兵藤 慎也、福岡 靖純、吉野 英国 

（２）同日開催の委員会において、委員長に羽根田利明、副委員長に福岡靖純を選

出した。 

 

 

 

 



２ 

 

２ 調査研究事項 

 

本委員会の設置目的である「議会活性化に関する取組方針に基づき、継続的な

議会力の向上及び開かれた議会を目指す」を踏まえ、具体的な調査研究事項とし

て以下の点について調査研究した。 

 

（１） 代表質問・一般質問の在り方 

 

（２） 請願・陳情の受付オンライン化（議会例規の見直しを含む） 

 

（３） 市議会公式ＳＮＳの活用検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 

 

３ 委員会開催状況及び内容 

 期  日 内     容 

１ 令和７年 ５月 14 日（水） １ 正副委員長互選 

２ ６月 13 日（金） 

１ 調査研究事項（案）について 

２ 年間活動スケジュール（案）について 

３ 行政視察について 

４ その他 

３      ８月 21 日（木） 
１ 各調査研究事項について 

２ 次回以降の開催日程について 

４      ９月５日（金） １ 委員の派遣について  

５ ９月 26 日（金） 

１ 各調査研究事項における課題整理について 

２ 他市議会からの照会回答について（請願・陳 

情の受付オンライン化） 

－ 
10 月７日（火）～ 

10 月９日（木） 

行政視察の実施 

 埼玉県所沢市 「市議会公式ＳＮＳの活用、請 

願・陳情の受付オンライン化」 

茨城県つくば市「代表質問・一般質問の在り方、

請願・陳情の受付オンライン化」 

 茨城県守谷市 「市議会公式ＳＮＳの活用」 

６ 10 月 17 日（金） １ 委員派遣における意見交換について 

７ 11 月７日（金） 
１ 提言事項（案）について 

２ その他 

８ 11 月 28 日（金） １ 提言（案）について 

９ 12 月 19 日（金） １ 調査研究結果報告書（案）について 

10 令和８年１月８日（木） 
１ 調査研究結果報告書（案）について 

２ 今後の予定及び議会だよりの原稿について 

 

 



４ 

 

４ 調査研究結果 

 

 具体的な調査研究事項として設定した点について、調査研究結果は以下のとおり。 

 

１ 代表質問・一般質問の在り方 

 

（１）目的の確認 

代表質問及び一般質問が議会において果たす役割を改めて整理し、議会運営の透明性

と議論の質の向上を図ることを目的としている。 

 

（２）豊田市議会の現状 

  ①代表質問 

   ・実施は３月定例会のみとしており、施政方針に対する質問を原則とし、発言内容は

各会派が良識を持って行う。 

・質問時間には答弁を含まず上限 60 分とし、各会派代表から１名が行う。 

・大項目ごとに区切って一括質問・一括答弁の方式で実施している。 

  ②一般質問 

   ・質問時間に答弁を含め 60 分以内とし、30 分、40 分、50 分、又は 60 分の時間単位

とする。 

   ・小項目ごとに一問一答方式で実施している。 

    

（３）課題の整理 

   ①代表質問 

・市長から示される施政方針についての質問が原則とされ、質問範囲が限られており、

議会全体の方向性や市の大きな課題をまとめて質問できるメリットがある反面、傍聴

者等からは「今どの質問についての答弁をしているのかわかりにくい」「議論の流れ

や意図が分かりづらい」などの指摘がある。 

   ②一般質問 

   ・傍聴者等からは、小項目ごとに質問・答弁を行うため分かりにくいといった声はあ

がっていないものの、一人当たりの質問実施時間が 60 分であった場合、質問内容が

すでに公表されており誰もが容易に自身で把握できる資料的事項を質問しているとい

う声があがっている。これは、「質問時間」を基準とした質問が実施されることによ

って起こる質問内容の質の低下が懸念される点に課題がある。 

 

 



５ 

 

２ 請願・陳情の受付オンライン化（議会例規の見直しを含む） 

 

（１）目的の確認 

請願・陳情の受付オンライン化について、当市議会におけるその必要性・課題・運用

方法を検討し、市民利便性の向上と議会事務の効率化を図ることを目的とする。 

 

（２）豊田市議会の現状 

文書で議会局まで持参する提出方法のみとしている。なお、郵送の場合は、一般文

書扱いとしている。 

 

（３）課題の整理 

   若年層や共働き世帯などが提出することを想定した場合に、提出者によっては議会

局窓口に持参することはハードルを感じる層も多い。同時に、請願・陳情の制度につ

いて、現状は提出者に十分に理解されていないこともあるため、記載不十分なものが

散見されたり、陳情内容に誹謗中傷の表現等が含まれるものなどが増加傾向にあり、

受付後の対応が複雑化する状況が課題となっている。 

 

（４）他市への調査結果 

請願・陳情の提出についてオンライン化を開始するため、会議規則・委員会条例を改

正した全国 31 市に対し、オンライン化の提出方法、実施におけるメリット・デメリ

ット等について調査を実施した。 

  ①集計結果 

規定等の改正をしたが、実際の運用に至っていない市：４市 

運用開始したが、受付実績がない市：14市 

運用開始し、受付実績がある市：13 市 

  ➁受付実績がある市議会の実施状況と課題 

地方議会に係る手続についてオンライン化を可能とする地方自治法の一部改正（令和

６年４月１日施行）を受けて、オンライン受付を開始し、電子メール若しくは電子申

請システムでの提出方法を可能としている。提出者に対して利便性の向上につながっ

たと感じる一方、必要事項の記載漏れがある状態で提出され、その後提出者本人と一

切連絡が取れなくなるケースや、内容や提出者氏名等の情報が公開されることを本人

が想定しておらず、事務処理の流れを説明すると急遽取下げとなったケースも散見さ

れるとのこと。オンライン化によって得られた効果は薄く、受付に係る事務負担が増

加したという回答がみられた。 

 



６ 

 

３ 市議会公式ＳＮＳの活用検討 

（１）目的の確認 

市議会の活動を市民に分かりやすく伝え、議会への興味関心と信頼を高めるために、

市議会公式ＳＮＳの活用可能性を検討することを目的とする。 

 

（２）豊田市議会の現状 

当市議会では、以下２つの媒体を用いて市議会情報を発信している。 

①とよた市議会だより 

平成４年７月から開始 

年５回（５、６、９、１２、３月）発行 

自治区に加入する約 174,000 世帯に配布 

②豊田市議会ホームページ 

平成 14 年７月から開設 

基本的に会期中、臨時会・毎定例会毎に更新 

 

（３）課題の整理 

・デジタル化の進展により、大半の情報取得の第一選択がＳＮＳとされる若年層に対

して、現状の当市議会の情報発信方法では十分な議会情報を届けることは困難な状況

にある。また、とよた市議会だよりは自治区加入世帯と配布対象が限られており、市

内全世帯に市議会の情報を届けることも困難である。 

・また、市議会ホームページの情報は基本的に会期中での更新となっているため、議

会運営以外の議員（議長）の日常の活動の様子がリアルタイムで発信できる機能はな

く、議会に興味関心を持ってもらえるような仕掛けが施されていない現状にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

 

４ 行政視察による調査 

■所沢市議会（埼玉県所沢市） 

１ 概 要 

（１）市議会公式ＳＮＳの活用について 

・Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、Ｆａｃｅｂ

ｏｏｋ、ＹｏｕＴｕｂｅを運用してい

る。 

・運用責任者は議会事務局参事、運用担

当者は議会事務局職員であり、原則平

日午前８時30分から午後５時15分に投

稿している。 

・市議会の実施する事業、イベント等の周知や報告、その他市議会に関する情報

を発信している。 

・「所沢市情報セキュリティ実施手順、ソーシャルメディア利用手順」に準じて議

会事務局が作成し情報公開は運用責任者の承認後に運用担当者が行っている。 

・原則、コメントへの返信、シェア機能は使用していない。 

・各ＳＮＳの利用について、不都合が発生した場合、予告なしに利用を中止、ま

たアカウントを削除する場合もある。 

・運用手順に定めがない事項については、運用責任者が判断している。 

（２）請願・陳情の受付オンライン化について 

・窓口に持参することに加え、電子申請・届出サービスからも提出することを可

能としている。 

２ 所 感 

・市議会公式ＳＮＳの活用は、フォロアーが1,116名と多くはないが、確実に若者

への議会活動に関する情報提供がなされており、積極的な取組は評価できる。

議会活動への参加を促進する有効な手段であり、市議会活動の情報発信や市民

参加の拡充が期待できるが、実態としては、効果に繋がり切れていないと感じ

た。本市での導入に関しては、担当者の事務負担増加や費用対効果も含め全国

の市議会の動向を確認しながら、慎重に検討するべきである。 

・請願・陳情の受付オンライン化については、市民の利便性を大きく向上させる

取組であり、時間や場所にとらわれずに手続きが可能になる環境が整い、特に

若年層や働き世代にとって、参加のハードルを下げる有効な手段と感じた。 

オンライン受付の体制はあるものの、オンライン受付の実績はないことから、

本市での導入については、引き続き全国の市議会の動向を確認しながら、改め

て検討すべきと感じた。 

 



８ 

 

■つくば市議会（茨城県つくば市） 

１ 概 要 

（１）代表質問・一般質問の在り方につ

いて 

①代表質問 

・質問内容は対局的見地から政策や施政

方針について行っている。 

・発言回数は３回以内とし、１回目の質

問では登壇での発言、一括質問・一括

答弁、２回目以降は自席での発言、一

問一答へと切り替わる進行スタイルで

あり、３回目の発言は意見・要望に限

定している。 

・１会派 20 分＋１人当たり２分の合算した時間配分となっている。 

②一般質問 

・質問内容はつくば市の一般事務について行っている。 

・１回目にすべての項目を一括して質問、２回目以降は一問一答方式。 

・発言時間は 30 分以内。（答弁含まず） 

（２）請願・陳情の受付オンライン化について 

・令和５年の地方自治法の改正に伴い、窓口持参、郵送、ＦＡＸに加え、電子

メールによる提出の受付を開始している。 

２ 所 感 

・一括質問・一括答弁から一問一答への切り替えを導入することで、議論の深ま

りと市民への分かりやすさが向上したと感じた。 

・請願・陳情の受付オンライン化は、物理的に移動困難な市民や時間的制約の

ある人々でも容易に請願・陳情の提出が可能となることで、市民参加の裾野

が広がるとともに、市民の利便性が向上し、行政との距離が縮まった点が評

価できる。ただ、利用された事例は乏しく、本市議会への導入は、引き続き

全国の市議会の動向を確認しながら検討すべきと感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 



９ 

 

 

■守谷市議会（茨城県守谷市） 

１ 概 要 

（１）市議会公式ＳＮＳの活用につい

て 

・Ｘ(旧Ｔｗｉｔｔｅｒ)、Ｆａｃｅｂ

ｏｏｋ、Ｙｏｕｔｕｂｅを運用して

いる。 

・発信主体は議会事務局職員、運用責

任者は守谷市議会議長であり、職員

の勤務時間である午前８時 30 分から

午後５時 15 分に投稿している。 

・定例会情報、委員会等会議情報、市

議会からのお知らせなどを発信している。 

・ＳＮＳ上で議会の誤情報が発信されたことをきっかけに、スピーディーかつ議

会の公式情報発信ツールとして開始した。 

・令和４年 11 月に守谷市議会ソーシャルメディアガイドライン策定している。 

・投稿に対するリアクションは原則行っていない。 

２ 所 感 

・スピーディーかつ議会の公式情報発信ツールとしてＳＮＳを活用しているが、

情報発信の主体は議会広報紙とホームページであり、それにつなげる導線ツー

ルとして運用している点が特徴的であった。 

・ＳＮＳ運用は一度始めて終わりではなく、定期的な効果測定と改善が必要であ

る。アクセス数や反応率などの指標をもとにＰＤＣＡサイクルを回す体制づく

りが望ましいと感じた。 

・本市で導入するためには、目的や対象者、ＳＮＳの種類、発信内容、ガイドラ

インの整備などを検討・制定してから開始するべきであると感じた。 

 

 
 

 

 
 



１０ 

 

５ 提言 

 
 議会活性化に関する取組方針に基づき、継続的な議会力の向上及び開かれた議会

を目指した本委員会の設置目的を踏まえ、以下のとおり提言する。 

 

１ 代表質問・一般質問の在り方 

（１）代表質問 

  ３月市議会定例会で市長から初めて示される施政方針について、翌年度に向け

た市政に関する方向性を確認するための代表質問は、議会として重要な機会であ

り、かつ大きな意義があるため質問範囲を原則、施政方針とすることを継続する。 

一括質問・一括答弁方式により、傍聴者等にとって議論の流れや意図が伝わり

づらいという課題については、中項目または小項目ごとに区切った場合を想定し

たものの、施政方針で示す一年間の基本方針に対し、大局的（包括的）に議論の

全体像や政策課題を問う代表質問の特性を維持することが望ましいことや登壇者

の移動による議事進行への影響も想定されることから、大項目ごとに区切った一

括質問・一括答弁方式を継続することとする。この課題の解消策として、代表質

問中における質問事項をリアルタイムでテロップ表示するなど、次年度に計画し

ている議場改修によって対応すること。そのため、今後も議会デジタル化推進チ

ームと連携し、「傍聴者等にとって分かりやすい代表質問」を実現させるための整

備を進めていくこと。 

（２）一般質問 

  現状運用している小項目ごとの一問一答方式では、傍聴者に対して質問・答弁

のやり取りが分かりやすく、議事進行における時間管理のしやすさにもメリット

が大きいため、今後もこの方式を継続することとする。 

  しかし、さらなる「分かりやすく開かれた議会」を目指すため、「量より質」を

重視した一般質問実施者の質問時間の設定・配分について各会派内で見直しや、

質問内容の精査も行い、豊田市議会における一般質問の「質」向上に努めること。 

 

２ 請願・陳情の受付オンライン化（議会例規の見直しを含む） 

  地方自治法が改正された背景には、多様な住民が議会に関わる機会を広げる観

点や議会運営の合理化を図る観点から、議会に係る手続のうち、請願・陳情にお

ける受付をオンラインによることを可能とすべきという考え方である。当市議会

においても、このことを認識した上でオンライン化を進めるべきという考え方の

もと、実施する効果とリスクについて調査研究を行った。 

さきにも述べた他市への調査結果や実施状況によると、手続きの迅速化や市民



１１ 

 

の利便性向上を目的として開始したものの、オンライン申請の利用件数がごくわ

ずかにとどまることや、受付対応に係る事務が複雑化し、事務負担が増加するこ

とにより、オンライン化を実施した効果が薄いとされた市議会が多く見受けられ

る現実について、深く受け止めるべきだと考える。 

全国的に事例が増加傾向にある、陳情書の内容が誹謗中傷に該当するものや、

内容が公益的でなく個人的な苦情のようなものであり陳情書として市議会で取り

扱うべきか判断が難しいものが当市議会にも近年事例が増加している。 

このことを踏まえ、当市議会として、現状は請願・陳情の受付をオンライン化

する段階としては時期尚早とし、今後も窓口提出の手法を継続することとする。 

市議会で取り扱うか判断に迷う内容が増加している要因には、課題にもあげた

とおり請願・陳情という制度について、提出者がいまだ十分な理解・認識が深ま

っていないことが考えられる。よって、請願・陳情とは単なる個人の意見表明で

はなく、行政や議会に対して公益的な視点で要望を伝える重要な手段・手続きで

あるという価値の重さを理解・認識してもらえる努力が必要である。 

窓口での丁寧な説明対応はもちろんのこと、提出者の意志を尊重し、窓口での

持参受付の際に不備等があれば議会局による対応をさらに徹底・強化すること。 

また、今後制度そのものを深く理解・認識してもらうため、市議会ホームペー

ジ上の「請願・陳情の提出」の専用ページをリニューアルし、制度の意義やルー

ルについて、提出者がより円滑に提出できるよう適宜改善していくことを提言す

る。 

 

３ 市議会公式ＳＮＳの活用検討 

  デジタル化の進展及び新型コロナウイルスまん延により、全国的に市議会の情

報発信の手段にＳＮＳを活用する自治体議会が増える中、当市議会においても、

さらなる情報発信を考えるとＳＮＳ開設が必要だということは言うまでもない。 

しかし、特別委員会で実施した先進自治体議会への行政視察の際、ＳＮＳ活用

に係る効果は開設後当初はみられたものの、開設後のフォロワー数の伸び悩みが

早い段階で生じたり、事務負担の増加によってＳＮＳの運営継続ができなくなる

など、いくつか課題があることが分かった。 

当市議会においても、市議会に対する興味関心が十分でない現状において、早

期にＳＮＳ開設を行ったとしても、効果的な活用につながらない懸念がある。 

令和７年度に実施した議会に関する市民意識調査の「あなたは市議会に関心が

ありますか」という設問の回答結果では、若年層の約 70％が「どちらかといえば

ない」または「ない」となっており、若年層の議会に対する認知・興味関心が薄

いとされる事実は受け止める必要があり、今後の情報発信を行うターゲットの選
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定に若年層は外すことはできないと考える。また、「あなたは豊田市議会がどのよ

うな媒体を使った情報発信に力を入れるべきと考えますか」という設問の回答結

果では、１位「市議会だより」に次いで２位が「ＳＮＳ」となっていることから、

翌年度以降、公式ＳＮＳを開設することを前提として、ＳＮＳ発信の目的、発信

対象、どのＳＮＳを選ぶか、発信主体、頻度及び運用ガイドライン等の検討・協

議を徹底して行い、計画的なＳＮＳ開設を目指すよう、翌年度に引き継ぐことを

提言する。 
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６ おわりに 
 豊田市議会では、議会の活性化と市民に開かれた議会の実現を目的として、令和

５年度から現在にわたり議会活性化推進特別委員会を設置し、年度ごとに調査研究

事項を設定して調査研究を行ってきた。 

昨年度の議会活性化推進特別委員会の提言を受け、今年度から担当の常任委員会

が若者との意見交換会を実施することになった。その前段階の取組として、実施校

への出前講座や議会傍聴への参加を通じ、若者が議会の役割や仕組みに触れる機会

を設けてきたところである。これらの取組は、若者が議会を身近なものとして捉え、

自らの意見を持ち、発信するきっかけづくりにつながる有意義な機会であったと考

える。 

本年度は、「代表質問・一般質問の在り方」、「請願・陳情の受付オンライン化（議

会例規の見直しを含む）」、「市議会公式ＳＮＳの活用検討」について調査研究を行い、

議会運営の分かりやすさや市民の利便性の向上に加え、市議会の情報発信について

検討を進めてきた。 

今回の調査結果から、現状維持が適当とされる「代表質問・一般質問の在り方」

については、翌年度以降の議場改修によってさらに議会運営の分かりやすさの向上

につなげていくこととした。「請願・陳情の受付オンライン化（議会例規の見直しを

含む）」については、運用を開始すべきという思いはあるものの、早急に行う必要性

は乏しいという結論に至り、現行の取扱いを基本として、窓口で丁寧な説明対応や

制度そのものを市民に深く理解してもらうための改善を今後行うことが望ましいと

考えられる。また、市民ニーズの高まりや社会全体のデジタル化の進展状況等を注

視しつつ、オンライン化に向けた機運が成熟した段階において改めて検討するべき

である。「市議会公式ＳＮＳの活用検討」については、従来接点が少なかった若年層

への情報提供や議会活動が見えにくいという市民に応える重要な手段であると認識

したものの、運用体制等について具体的な検討が必要であることが今回の調査研究

で分かったことから、翌年度以降の開設に向けた検討を引き続き行うこととする。

他市議会においては議長が先頭に立ち公式ＳＮＳを発信している事例もみられるた

め、当市議会においても、議長が発信主体となって議会活動の様子を積極的に市民

に広く届けるべきである。 

今回の調査研究結果や課題を、今後の議会運営の改善に着実につなげていき、よ

り開かれた議会の実現を目指し成長し続けることを期待する。 


